
１　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）職員の採用状況（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

（単位：人）

事務職

保健師

計

（２）職員の退職等の状況（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

区　分 （注） １　定年退職：地方公務員法（以下「地公法」という。）第28条の2第1

定年退職 　　　　　　　　項の規定により離職すること。

勧奨退職 　　　　　　　　また,地公法第28条の3第1項の規定により勤務が延長

普通退職 　　　　　　　　され，その後離職する場合も含まれます。

分限免職 ２　勧奨退職：任命権者が人事管理上の目的から職員に退職勧奨

失　　　職 　　　　　　　　　を行い,これに応じて退職すること。

死亡退職 ３　普通退職：自己都合により退職すること。

計 ４　分限処分：勤務実績不良,心身の故障等の理由に基づき,職員

再任用職員 　　　　　　　　　をその意に反して退職させること。　　　　　　　　

（３）部門別職員数の状況と主な増減理由

（平成１８年４月１日現在）
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（単位：人）

備　　　　　考
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1

1

2

・事務量の見直し及び欠員の不補充による
　職員数の減
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28

主な増減理由

     （注）  職員数は一般職に属する職員数であり，教育長，休職者，派遣職員などを含み，臨時又は
　　　　　非常勤職員を除いた人数です。

・庶務課を廃止し,下水道事業に係る業務
　を一本化したため

'－
１１

７
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海田町人事行政の運営等の状況の公表

男性 女性

1

　　区　分

1

1

対前年度
増 減 数

職　員　数

5　失　　　職：職員が法定の欠格条項（地公法第16条各号

　　　　　　　   （第3号を除く）に該当する場合で行政処分に

                なく当然に離職するもの）に該当し離職すること。

6　再任用職員：定年退職等で再任用された職員のこと。

・機構改革による課の新設,業務増等による
　職員増
・町税・国民健康保険税の賦課・徴収事務
　の統合による業務量の増
・福祉センターに指定管理者制度を活用し
　たことによる職員数の減
・監理課を廃止し,都市整備課に統配合し
　たことによる職員数の減

平成１８年平成１７年

1



（４）地位別職員数の状況（一般行政職）
 （単位：人）

区　分

部 長 級 （注） １　海田町の給与条例に基づく給料表の級区分に

課 長 級 　　よる職員数です。

主　幹　級 ２　標準的な職務内容とは,それぞれの級に該当す

課長補佐級 　　る代表的な職務です。

係 長 級 ３　一般行政職には,税務職,保健師,栄養士,保育

そ の 他 　　士,水道企業等を含まない。

計

２　職員の給与の状況

（１）人件費の状況（普通会計決算）

人

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

　　　　３　下水道会計及び水道会計を除く。

（３）職員の平均給料月額及び平均年齢の状況　　　

　（平成１８年４月１日現在）

（４）ラスパイレス指数の推移（一般行政職）

H１２年

93.9 94.6

類似団体
円 歳 円

337,748 43.1 285,664 47.6

H１８年

国
円 歳 円

328,477 40.4 286,500

１７年度
千円

7,085,716

17

41

28

98

0

28,380

11

男　性

区　分
給　料

給　　与 　費

21

歳出額

1

38

1

職員数

住民基本台帳人口

7

16

区　分

１９１人

平均年齢

区　分

千円
116,120

千円
745,320

（年度末）
H18.3.31

実質収支
Ａ

千円
1,167,781

％

23.9

22

66

139

人件費率人件費

1,694,812－

（参考）
（Ｂ/Ａ）Ｂ １６年度の人件費率

18.4

計 　　Ｂ
１人当たり給与費

千円 千円 ％

女　性

（Ｂ/Ａ）

1

17

07

15

10

一般行政職 技能業務職

職員数
Ａ

（注）　１　職員手当には退職手当を含まない。

                                千円
         6,114

１８年度

職員手当 期末・勤勉手当

95.1

     水準を比較した数字です。

（注）　ラスパイレス指数は，国家公務員の給与水準を１００として，海田町職員の給与

93.794.6 97.6

平均給料月額
円

337,800

平均年齢平均給料月額
円

271,000 56.3

H１３年 H１４年 H１５年

97.5

　　　　２　給与費は当初予算に計上された額で，特別職を含まない。

千円
306,341

H１６年

（注）　「平均給料月額及び平均年齢」とは，職種ごとの職員に係る給料月額の総額及び
　　　　年齢の総和をそれぞれ当該職員数で除して得た額及び年齢であり，必ずしも，平
　　　　均年齢に該当する職員が受ける給料月額の平均が平均給料月額と一致するもの
　　　　ではありません。

H１７年

海田町
歳

44.0

歳

歳

48.4
歳

94.6

97.8
96.1

94.6 95.0
93.5

85

90

95

100

105

海田町 類似団体平均 全国町村平均

H13年

H18年

（平成１８年４月１日現在）
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（５）職員の初任給の状況

（平成１８年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

（６）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

（平成１８年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

（７）一般行政職の特別職員数の状況

（平成１８年４月１日現在）

（１００）

　　　　　％
１００.０
（１００）

　　　　　％
１００.０
（１００）

人
１３９

（　　　　　）

　　　　　％
１００.０

（注）　１　海田町の職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
　　　　２　標準的な職務内容とは，それぞれの級に該当する代表的な職務です。
　　　　３　（　　　）内は，短時間勤務職員であり，外書きです。
　　　　４　Ｈ１８．４．１職員の給与に関する条例の改正により，７級制から６級制に変更。
           （旧3級と旧４級を統合）
　　　　５　参考欄のそれぞれの構成比は，７級制で計上したものです。

標準的な職務内容

職　　員　　数

構　成　比

１年前の構成比

参
考 ％

１０．１
％

１１．３５年前の構成比

％
８．２

％
１９．５

（　　　　　）（　　　　　） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）

％
３０．１

（　　　　　） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）

％
２８．８

％
２１．２

　　　　　％
　　　３．４

　　　　　％
　　　４．４

（　　　　　）（　　　　　） （　　　　　）
％

１６．４

％
２．８

％
１７．８

％
１３．０

％
１３．０

　　　　　％

（　　　　　） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）（　　　　　）

％
１４．４

％
２９．５

％
５．０

％
３．６

％
２８．１

％
１９．４

（　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）

人
７

人

（　　　　　）（　　　　　）

人
５

人
２０

人
４１

（　　　　　） （　　　　　）

人
３９

人
２７

上司の命を受け，
係の（命ぜられた）
事務を掌理する

上司の命を受け，所
属職員を指揮監督
し，課等の事務を掌
理する

上司の命を受け，部下
の職員を指揮監督し，
部の事務を掌理する

２級

上司の命を受
け，命ぜられた
事務に従事する

上司の命を受
け，命ぜられた
事務に従事する

上司の命を受
け，命ぜられ
た事務を処理
する

上司の命を受
け，命ぜられた
事務をつかさど
る

３級 ４級 ５級

369,300337,200

（注）　経験年数とは，卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合で，採用後の年数です。

６級 ７級 計

区　　分 経験年数２０年以上２５年未満経験年数１５年以上２０年未満経験年数１０年以上１５年未満

一般行政職
大　　卒

301,300 343,300

採用２年経過
給　　料　　額

国

176,800 186,800 170,200

初　任　給

148,000

183,800
大　　卒

高　　卒
156,800148,000 138,400

区　　分

海　田　町

初　任　給
採用２年経過
給　　料　　額

一般行政職

273,500

266,400高　　卒

１級

3.6% 2.8%
10.1%

14.4% 17.8%
11.3%

29.5%

13.0% 8.2%

28.1%

13.0% 19.5%

19.4%

28.8%
30.1%

5.0%

21.2% 16.4%

3.4% 4.4%
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平成18年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比
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1級
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（８）職員手当の状況

区　分

1.4 月分 0.7 月分 1.4 月分 0.7 月分

1.6 月分 0.7 月分 1.6 月分 0.75 月分

－ 月分 0.05 月分 － 月分 － 月分

3.0 月分 1.45 月分 3.0 月分 1.45 月分

　職制上の段階，職務の級等による加算措置 　職制上の段階，職務の級等による加算措置

21.0 月分 27.30 月分 21.0 月分 27.30 月分

33.75 月分 42.12 月分 33.75 月分 42.12 月分

47.5 月分 月分 47.5 月分 月分

59.28 月分 59.28 月分 59.28 月分 59.28 月分

 　早期退職　３～３０％  　早期退職　２～２０％

なし なし

％

円

千円

千円

千円

千円

（平成１８年４月１日現在）

扶養手当

住居手当

通勤手当

59.28

勤続20年

勤続25年

期末手当

１２月期

３月期

６月期

支　給　率
（国における支給基準等と同じ支給地域）

支給対象職員数

退職手当

その他の加算措置

退職時特別昇給

最高限度額

勤続35年

支給対象地域

最高限度額

その他の加算措置

職員1人当たり支給年額

支給対象職員１人当たり平
均支給年額（H1７年度決算）

263

45,012

48,353

全 職 種

徴税等徴収，清掃作業，防災作業

　　　　　　徴税等徴収，防災作業

国

勤勉手当

（支給率）

勤続20年

59.28

自己都合 勧奨・定年

勤続25年

勤続35年

勧奨・定年

海　　田　　町

（H1７年度支給割合）

勤勉手当

（支給率） 自己都合

期末手当

１２月期

３月期

６月期期末手当

勤勉手当

計

（H1７年度支給割合）

計

退職時特別昇給

内　　　　容

配偶者１３，0００円，子等６，０００円（３人目
から５，０００円），１６歳～２２歳５，０００円加算

130,615

円

6.7

32,911特殊勤務
手　　　当

（Ｈ１７年度）

時 間 外
勤務手当

区　　　分

職員全体に占める手当支給職員の割合

支給職員１人当たり平均支給年額

手　当　の　種　類（　手　当　数　）

代表的な手当の名称

H１６年度

H１７年度

支給額の多い手当

１０種類

276

多くの職員に支給
されている手当

支　　給　　総　　額

職員１人当たり支給年額

支　　給　　総　　額

同 じ

〃

〃

借家：支給限度額　２７，０００円
持家：５年間　２，５００円

支給限度額　５５，０００円（交通機関利用者，
交通用具使用者で２km以上が対象）

国の制度と異なる内容

人

国の制度との異同

地域手当

139

H18年4月1日現在

国と同様

％

3

4



（９）特別職の報酬等の状況

（平成１８年４月１日現在）

（参考）類似団体における最高／最低額

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

　（平成１７年度支給割合）

月分

月分

月分

月分

　（平成１７年度支給割合）

月分

月分

月分

月分

３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）職員の勤務時間（一般職の標準的なものを記入）

一週間の
勤務時間

４０時間

（２）年次有給休暇の取得状況（平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日）

（３）時間外勤務及び休日勤務等の状況　　（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

（単位：時間）

458,000

388,000

362,000

227,000

0.05

4.45

1.60

745,000

683,900

499,000

686,000

635,000

430,000

2.30

（注）　１　「時間外・休日勤務総時間数」は，当該年度中の時間外勤務等の総時間数をいいます。
　　　　２　「職員一人当たりの時間外・休日勤務月平均時間数」は，「時間外・休日勤務総時間数」を
　　　　　　対象職員（管理職を除く）数で除したものです。

時間外・休日勤務総時間数
職員一人当たりの

時間外・休日勤務月平均時間数

19,163 9.8

Ｂ/Ａ　（％）

8,202 2,663 209 12.7 32.5

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ/Ｃ　（％）
取得率

8:30 17:15 ４５分

総付与日数 総使用日数 全対象職員数 平均使用日数

１５分
　平成１８年７月１日から休息時間を
原則廃止

備　　　　　　　考開始時刻 終了時刻 休憩時間 休息時間

３月期

６月期

　　　計

３月期

400,000

1.70

0.05

3.35

2.10

（単位：日,人）

（平成１８年４月１日現在）

（注）　１　休憩時間：職員が勤務時間の途中において，勤務から開放され，自己の時間として自由に
　　　　　　利用することが保障されている時間であり，労働基準法に準拠しているもの。
　　　　２　休息時間：一定時間の勤務を続けた場合の軽い疲労を回復し，職務能率の増進を図ること
　　　　　　を目的として，条例・規則に基づき正規の勤務時間中に付与されるもの。

１２月期

６月期

１２月期

915,000

321,000

265,000

254,000

821,000

　　　計
期
末
手
当

区　　　　分

町　　長

助　　役

収入役

議　　長

副議長

議　　員

町　　長
助　　役
収入役

議　　長
副議長
議　　員

報
　
酬

給
　
料

給料月額等

182,000

157,000

5



４　職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分者数　　（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

（単位：人）

（２）懲戒処分者数　　（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

（単位：人）

５　職員の服務の状況

　　営利企業等の従事許可の状況（地方公務員法第３８条関係）

0 0 0

0

（注）　営利企業等の従事許可の状況とは，営利企業及びその他の団体の役員等への就任・従事すること，
　　　　自ら営利を目的とする企業を営むこと等をいいます。

区　　分 人（件） 備　　         考

許可人数
（または許可件数）

24

法令に違反した場合

職務上の義務に違反し又
は職務を怠った場合

全体の奉仕者たるふさわ
しくない非行のあった場合

地公法第２９条
第１項第１号

地公法第２９条
第１項第２号

地公法第２９条
第１項第３号

0

合計 訓告等

0

免職減給 停職

0 0計

（注）　「訓告等」とは，事件当事者又は監督者に対して訓告，厳重注意などの実質的な制裁を伴わない
　　　　矯正措置をいいます。

区　　　　　分

0 1 0 1

戒告

0

0

0

0

0

1 1

地公法第２７条
第２項

計 0

地公法第２８条
第１項第2号
第２項第１号

地公法第２８条
第１項第3号

地公法第２８条
第１項第4号

地公法第２８条
第２項第２号

職制，定数の改廃，予算の減少によ
り廃職，過員を生じた場合

刑事事件に関し起訴された場合

条例で定めた事由による場合

職に必要な適格性を欠く場合

心身の故障の場合

勤務実績が良くない場合

合計後任 免職 休職 降給区　　       　分

地公法第２８条
第１項第1号

（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）
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６　職員の研修の状況

研修の実施状況（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

（単位：人）

７　職員の福祉及び利益の保護の状況

(1) 職員の人間ドック受診状況

（単位：人）

　

(2） 職員福利厚生補助の状況

（単位：円）

備　　　考

備　　　考

51

1

55

研修機関別研修

広島県自治総合研修センター

市町村アカデミー

全国市町村国際文化研修所

自治大学校

計

Ｈ１８年度参加予定数

44

3

3

47

4

Ｈ１７年度参加者数

3

1

Ｈ１７年度受診者数

155人間ドック受診者 161

海田町親和会 1,000,000 1,100,000

補助金交付先 Ｈ１８年度交付金額 Ｈ１７年度交付金額

Ｈ１６年度受診者数
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